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○新座市放課後児童保育室条例 

平成７年９月２９日 

条例第３１号 

改正 平成９年３月２８日条例第７号 

平成１０年１２月２２日条例第２９号 

平成１１年３月２９日条例第１４号 

平成１２年９月２７日条例第４５号 

平成１４年３月２９日条例第８号 

平成１５年３月３１日条例第１０号 

平成１５年１２月２４日条例第４２号 

平成１６年３月３１日条例第１１号 

平成１７年１０月４日条例第４６号 

平成１９年１２月１４日条例第４０号 

平成２２年３月２６日条例第３号 

平成２３年３月２８日条例第７号 

平成２４年３月２８日条例第１４号 

平成２４年６月２２日条例第２４号 

平成２４年１２月２５日条例第４７号 

平成２８年３月２９日条例第１９号 

平成２８年１２月１９日条例第４４号 

平成３０年３月２６日条例第１０号 

平成３１年３月２０日条例第１１号 

令和２年３月２５日条例第１０号 

令和３年３月２６日条例第６号 

令和３年９月２８日条例第２１号 

令和４年３月２５日条例第１２号 

（設置及び目的） 

第１条 この条例は、本市の住民基本台帳に記録されている児童及び本市の設置

する小学校における区域外就学を承認されている児童のうち、保護者の就労等

により家庭が常時留守になっている児童のために、新座市放課後児童保育室（以
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下「保育室」という。）を設置し、もって当該児童の健全な育成を図ることを

目的とする。 

（平９条例７・平２４条例２４・令２条例１０・一部改正） 

（名称及び位置） 

第２条 保育室の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

（指定管理者による管理） 

第３条 保育室の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定により、指定管理者（同項に規定する指定管理者をいう。以下

同じ。）に行わせるものとする。 

（平１７条例４６・追加） 

（指定管理者が行う業務） 

第４条 指定管理者は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 児童の保育に関すること。 

(2) 保育室の施設及び設備の維持管理に関すること。 

（平１７条例４６・追加） 

（入室の申請） 

第５条 保護者が児童を保育室に入室させようとするときは、市長に申請し、入

室の決定を受けなければならない。 

（平１２条例４５・一部改正、平１７条例４６・旧第３条繰下、平２４

条例４７・令３条例２１・一部改正） 

（入室の解除） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当したときは、入室を解除することが

できる。 

(1) 入室の必要がなくなったとき。 

(2) 保護者から退室の申出があったとき。 

(3) 市外に転出したとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

（平１２条例４５・一部改正、平１７条例４６・旧第４条繰下） 

（保育時間） 

第７条 保育時間は、児童の放課後から午後７時までとする。ただし、指定管理
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者が特に必要と認めるときは、市長の承認を得てこれを変更することができる。 

２ 春季、夏季、冬季その他学校の休業日に当たる場合の保育時間は、規則で定

める。 

（平１７条例４６・旧第５条繰下・一部改正、平２４条例４７・令３条

例２１・一部改正） 

（児童の保育） 

第８条 児童の保育は、保育士若しくは教員の資格のある者又は児童の養育若し

くは指導に知識経験を有する者が行う。 

（平１７条例４６・追加） 

（保育料） 

第９条 保育料は、別表第２のとおりとする。 

２ 月の途中において入室又は退室した場合の保育料は、保育日数に応じ日割り

によって計算した額とする。 

（平１７条例４６・旧第７条繰下、平２４条例４７・令３条例２１・一

部改正） 

（保育料の納付） 

第１０条 保育料は、市長が指定する日までに保護者が納付しなければならない。 

（平１７条例４６・旧第８条繰下） 

（保育料の減免） 

第１１条 市長は、特に必要と認めるときは、保育料を減額し、又は免除するこ

とができる。 

（平１７条例４６・旧第９条繰下） 

（保育料の返還） 

第１２条 既納の保育料は、返還しない。ただし、市長が特に必要と認めるとき

は、その全部又は一部を返還することができる。 

（平１７条例４６・旧第１０条繰下） 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、保育室の管理に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（平１７条例４６・旧第１２条繰下） 
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附 則 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 保育室の入室に関する措置は、この条例の施行前においても行うことができ

る。 

附 則（平成９年条例第７号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第２９号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第１４号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第４５号） 

この条例は、平成１２年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１４年条例第８号） 

この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年条例第１０号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年条例第４２号） 

この条例は、平成１６年３月１日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第１１号） 

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第４６号） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 指定管理者の指定に係る手続その他必要な行為は、この条例の施行前におい

ても行うことができる。 

附 則（平成１９年条例第４０号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年条例第３号） 

この条例は、平成２２年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年条例第７号） 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２４年条例第１４号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第２４号）抄 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第４７号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第１９号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第４４号） 

この条例は、平成２９年２月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第１０号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年条例第１１号） 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第１０号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１池田放課後児童保育室

の項の改正規定は令和３年３月２９日から、同表栗原放課後児童保育室の項の改

正規定は同年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第２１号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年条例第１２号） 

この条例は、令和４年３月２８日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

（平１２条例４５・平１４条例８・平１５条例１０・平１５条例４２・

平１６条例１１・平２２条例３・平２３条例７・平２８条例１９・平２

８条例４４・令２条例１０・令３条例６・令４条例１２・一部改正） 

名称 位置 

大和田放課後児童保育室 新座市野火止五丁目３番５５号及び大和田一丁
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目１番３０号 

西堀放課後児童保育室 新座市西堀二丁目１８番３号 

片山放課後児童保育室 新座市片山一丁目８番３１号 

第四放課後児童保育室 新座市馬場三丁目６番１号 

八石放課後児童保育室 新座市野寺二丁目８番４５号 

東北放課後児童保育室 新座市北野三丁目１番２号及び同番５号 

野火止放課後児童保育室 新座市野火止四丁目９番１号 

野寺放課後児童保育室 新座市野寺五丁目１番２４号 

池田放課後児童保育室 新座市池田四丁目８番１７号 

新堀放課後児童保育室 新座市新堀一丁目１６番５号及び１７番４号 

東野放課後児童保育室 新座市野火止六丁目２２番１１号 

石神放課後児童保育室 新座市石神一丁目１０番２０号 

栄放課後児童保育室 新座市新塚一丁目１番１号 

新開放課後児童保育室 新座市大和田一丁目２２番１０号 

栗原放課後児童保育室 新座市栗原一丁目５番１号及び同番６号 

陣屋放課後児童保育室 新座市野火止一丁目１８番２０号 

新座放課後児童保育室 新座市新座三丁目４番１号 

別表第２（第９条関係） 

（令３条例２１・全改） 

新座市放課後児童保育室保育料基準表 

保護者の属する世帯の区分 保育料の額（児童１人当たり月

額） 

A 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による被保護世帯（単給世帯を含む。） 

０円 

B A階層を除く市町村民税非課税世帯 ０円 

C A階層を除く市町村民

税の所得割の額の区分

が次の区分に該当する

世帯（市町村民税の均

５，０００円未満 ３，０００円 

D ５，０００円以上５

０，４００円未満 

５，０００円 

E ５０，４００円以上 ８，０００円 
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等割の額のみの課税世

帯を含む。） 

１５６，６００円未

満 

F １５６，６００円以

上 

１２，０００円 

備考 

１ この表において、「市町村民税非課税世帯」とは、保護者及び当該保護

者と同一の世帯に属する者が、市町村民税を課されない者である世帯をい

う。 

２ この表において、「所得割の額」とは地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）第２９２条第１項第２号に規定する所得割（同法第３２８条の規定

によって課する所得割を除く。）の額（同法第３１４条の７から第３１４

条の９まで並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附則第５条

の４の２第６項、附則第５条の５第２項、附則第７条の２第４項及び第５

項、附則第７条の３第２項並びに附則第４５条の規定を適用しないで計算

した額をいう。）をいい、「均等割の額」とは同法第２９２条第１項第１

号に規定する均等割の額をいう。ただし、同法第３２３条に規定する市町

村民税の減免があった場合は、その額を所得割の額又は均等割の額から順

次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

３ 所得割の額を算定する場合には、保護者又は当該保護者と同一の世帯に

属する者が、市町村民税の賦課期日現在において指定都市（地方自治法第

２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下この項において同じ。）の

区域内に住所を有する者であるときは、これらの者を当該賦課期日現在に

おいて指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなすものとす

る。 

４ 保育料の額は、４月分から８月分までにあっては前年度分の市町村民税

の所得割の額及び均等割の額により、その他の月分にあっては当該年度分

の市町村民税の所得割の額及び均等割の額により算定するものとする。 

５ C階層からF階層までの世帯において、当該世帯から児童が２人以上入室

している場合の第２子以降の児童に係る保育料の額は、それぞれ当該階層

に掲げる額の２分の１とする。 
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